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664.2 万円を頂点とし、2013 年には 528.9 万円ま
で減少した。2013年の所得の世帯分布は、「200～
300 万円未満」（14.3 ％）、「100～200 万円未満」
（13.9 ％）、「300～400 万円未満」（13.4 ％）が多


















































































調査年 住宅総数 居住世帯のある住宅 持家
借　　家





1963 21,090 20,372 13,093  7,281  944  4,904 1,433 4.6％ 4.6％
1968 25,591 24,198 14,594  9,604 1,403  6,527 1,674 5.8％ 6.9％
1973 31,059 28,731 17,007 11,723 1,995  7,889 1,839 6.9％ 6.4％
1978 35,451 32,189 19,428 12,689 1,719 723  8,408 1,839 7.6％ 5.7％
1983 38,607 34,705 21,650 12,951 1,868 777  8,487 1,819 7.6％ 5.2％
1988 42,007 37,413 22,948 14,015 1,990 809  9,666 1,550 7.5％ 4.1％
1993 45,879 40,773 24,376 15,691 2,033 845 10,762 2,051 7.1％ 5.0％
1998 50,246 43,922 26,468 16,730 2,087 864 12,050 1,729 6.7％ 3.9％
2003 53,891 46,863 28,666 17,166 2,183 936 12,561 1,486 6.7％ 3.2％
2008 57,586 49,598 30,316 17,770 2,089 918 13,366 1,398 6.1％ 2.8％

























































　 男性 女性 不明 合計 差引増▲減
2015年調査  6,040 206  295  6,541 ▲ 967 （▲12.9％）
2014年調査  6,929 266  313  7,508 ▲ 757 （▲ 9.2％）
2013年調査  7,671 254  340  8,265 ▲1,311 （▲13.7％）
2012年調査  8,933 304  339  9,576 ▲1,314 （▲12.1％）
2011年調査 10,209 315  366 10,890 ▲2,234 （▲17.0％）
2010年調査 12,253 384  487 13,124 ▲2,635 （▲16.7％）
2009年調査 14,554 495  710 15,759 ▲ 259 （▲ 1.6％）
2008年調査 14,707 531  780 16,018 ▲2,546 （▲13.7％）
2007年調査 16,828 616 1,120 18,564 ▲6,732 （▲26.6％）
2003年調査 20,661 749 3,886 25,296 1,206 　
2001年9月 ― ― ― 24,090 　 　
1999年10月 ― ― ― 20,451 　 　
1999年3月 ― ― ― 16,247 　 　
（出所）厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査」
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　 全体 持家 借家
A 手すり（2ヶ所以上） 23.6％ 32.9％  9.3％
B 段差のない屋内 21.4％ 27.1％ 13.3％
C 廊下幅が車椅子通行可 16.2％ 21.4％  8.5％
ABCいずれかに対応 37.0％ 48.6％ 19.8％
A又はBに対応（一定対応） 34.0％ 45.0％ 17.6％









































































2013  69,700 12,000 5,300 ―  8,400 44,000 63.1％
2008  74,600 18,300 6,100 ― 10,700 39,600 53.1％
2003  81,400 25,500 7,400 1,400 12,400 34,800 42.8％
1998 133,100 51,500 9,800 4,500 24,200 43,000 32.3％
資料：総務省「住宅・土地統計調査」より作成
総合政策フォーラム 第11号
FORUM OF POLICY STUDIES 2016 27
支援者が探すことで地域でのつながりを作る活動が
南医療生協で行われている。組合員が自転車に乗っ
て、地域を踏査し、適切な住戸を探している。その活
動が地域住民の目に留まり、地域住民に高齢者を受
け入れる意識を高め、高齢者の居住に当たって地域
から様々な居住支援の提供を容易にしている。愛知
共同住宅協会では、大家に居住者の様子を見守った
り手助けしたりする「見守り大家さん」活動を提案
している。この活動は、賃貸住宅市場から排除され
やすい単身高齢者、単身女性、子育て世帯、障がい
者、外国人、未成年、低所得者などに賃貸住宅を提
供したり居住支援の活動との連携を強めたりする効
果を持っている。さらに「見守り大家さん」活動の
無料電話相談は自治体福祉担当者に知られるように
なり、行政を窓口にした重要な居住セーフティネッ
トに成長しつつある。
他方、自治体主導で居住支援の互助活動を強化し
ようとする制度もある。「居住支援協議会」は、2007
年に制定された住宅セーフティネット法に基づき、
地方公共団体、宅地建物取引業者、賃貸住宅管理業
者、家賃債務保証業者、居住支援を行う団体から構
成される組織である。住宅要配慮者が民間賃貸住宅
に円滑に入居できる環境を整備するため、居住に関
わる情報を共有し、必要な支援策を協議・実施する
ものである。居住支援活動の中心を担っている組織
は地域により異なり、居住支援協議会は地域ごとに
特色ある活動になろうとしている。
５．まとめ
日本における社会的排除状態は「経済的困窮」と
「非公式の互助の衰退」から引き起こされているが、
社会経済の変化が「非公式の互助」の基盤である「家
族」の変化に関わっているなど相互に係わっている。
また、高齢化や家族構成の変化などを受け止めるべ
き住居はそれに十分な機能を有していないために居
住者の社会的排除を強める働きをしている。さらに
居住地環境が市場や経済の影響を受けやすく、社会
的排除状態を形成しやすくなっている。
そこで社会的包摂を進めるために非公式の互助を
再構築するために民間の様々な活動が生まれている
が、制度、政策を含めた総合的な対策が必要であろう。
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